
地域密着型金融の恒久的な取組計画の進捗状況 

(平成 23 年 4 月～平成 24 年 3 月) 

                    平成 24 年 5 月 14 日       

千葉興業銀行 

 

当行は、企業理念である「地域とともに お客さまのために 「親切」の心で」にもとづき、

『相談対応力・課題解決力を持ち、真摯・親身にお応えする銀行』を“ちば興銀ブランド”とし、

この創造と発現・確立により、「地域の お客さまの ベスト・コンサルタント」さらには「選ば

れ続け、地域・お客さまになくてはならない絶対的存在感のある銀行」を目指しております。この

中で、お客さまの経営課題やニ－ズに積極的にお応えし、コンサルティング機能の発揮により、地

域の・お客さまの発展と成長持続に向け誠心誠意取組んでいくことが地域金融機関としての最大の

使命であると考え、地域密着型金融のさらなる推進に取組んでおります。 

平成 23‐24 年度の 2 年間の計画として、「地域密着型金融の恒久的な取組計画」を策定・公表し、

地域密着型金融推進に係る取組みとして、①ライフサイクルに応じた取引先企業の支援の一層の強

化、②事業価値を見極める融資手法をはじめ中小企業に適した資金供給手法の徹底、③地域の情報

集積を活用した持続可能な地域経済への貢献を大きな 3 つの柱として、それぞれ以下のとおり、積

極的に取組んでおります。 

 

 

地域密着型金融の取組み実績（平成 23 年 4 月～平成 24 年 3 月） 
（１）ライフサイクルに応じた取引先企業の支援の一層の強化 

イ．創業・新事業支援機能の強化 

産学官および外部機関等との連携を一層強化し、地域の中小企業の創業・新事業展開・育成

を支援しております。千葉県産業振興センターや地元中小企業団体主催のセミナー・交流会へ

の積極的な参加を通じ創業企業の発掘・支援活動を強化するとともに、「千葉元気印企業大

賞」や、千葉県・千葉市の「ベンチャークラブちば」(注１)「ベンチャーカップ CHIBA」(注２)等に

参画し、参加・発表企業の推薦等により、地元千葉県における創業・新事業への支援強化を図

っております。 

平成 23 年度に開催した「ベンチャークラブちば」ビジネスプラン発表会では、当行からの推

薦を含め、お取引先企業 5 社が自社の成長プランを発表し、多くの企業の関心を集めました。

平成 24 年度においてもビジネスプラン発表会については 3 回の開催が計画されており、お取引

先企業の推薦等、引続き積極的に行ってまいります。 

産学官連携としては、平成 22 年に協定書を締結した聖徳大学と、千葉県産農水産物をＰＲす

るイベント「千産千商 2011（がんばろう！千葉 おいしい食べもの直売会 in 聖徳祭）」を同大

学の学園祭にて実施しております。同大学で栄養学等を学ぶ学生が、レシピ・容器・包装デザ

インに係るアイデアを提供し、県内駅弁製造大手企業が作った“千産千消”弁当の販売のほか、

地元中小企業 6 社が千葉県産食材を使った商品を提供しました。延べ 1 万人近い来場者へのＰ

Ｒに加え、マスコミにも多く取り上げられ、地域活性化へ貢献できたものと考えております。 

県内の創業・新事業向け資金支援策としては、千葉県制度融資の活用や各種ファンドの紹介

等により対応しております。また、全国有数の農林水産県である千葉県においては新事業分野

として「アグリビジネス」が着目されており、この分野への支援強化を図ってまいりました。

具体的には、老舗酒造会社による事業多角化（農業法人設立による新規参入）と地域活性化へ

の取組みを支援した事例や、ビジネスマッチングを通して埋もれていた県産食材を掘り起こし

新商品開発に取組んだ事例、高速道路のサービスエリアで千産千消ショップの開店を支援した

事例など、当行のコンサルティング機能を発揮した取組みを実施しております。さらに平成 24

年 1 月にはアグリビジネス専担者を 1 名増員し取組みをさらに強化、必要資金の一部を千葉県

が助成する「農商工連携事業」についても積極的な支援を行い、平成 23 年度においては当行が

支援した 2事業が採択されております。 
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なお、これら農業分野に関する支援に向けた当行の取組みに対しましては、関東財務局より

「平成 23 年度地域密着型金融に関する取組みへの顕彰」を受けております。 
 

(注１)平成 14 年 3 月 18 日、千葉県経済団体を中心に、千葉県、金融機関、証券会社、監査法人等が参画して発足。ベンチ

ャー企業の創出や事業促進、株式公開等に向けた支援を推進している投資会社、監査法人、銀行等のネットワーク

化により、公的支援とも連携しながら地域経済の活性化に取り組むもので、当行も発足当初より実施委員会の一員

となっております。 

(注２)財団法人千葉市産業振興財団が「ベンチャークラブちば」との共催により開催している表彰制度です。 

 

ロ．取引先企業に対する経営相談・支援機能の強化 

   中小企業の抱える経営課題の把握・分析、およびコンサルティング機能の強化のため、本部

ソリューション支援室（平成 23 年 4 月より増員）による営業店支援・サポートの拡充を図ると

ともに、現場行員のコンサルティング能力向上支援に注力しております。具体的には、トップ

セールスおよび一層の相談対応力強化に向け、「医療・介護」「不動産有効活用」「アグリビ

ジネス」「海外進出・貿易」「相続・遺産整理」等、毎月選定したテーマにもとづき、営業店

長層を対象とした集合勉強会を実施しております。また、最前線で活動する渉外行員について

も、同様のテーマに関し、より実践的・実務的な内容の勉強会を開催し、相談対応・支援機能

強化のためのスキル・アップを図っております。 

特に、平成 23-24 年度においては「地域の お客さまの ベスト・コンサルタント」を目指

し、中小企業オーナーにとって最も深刻な課題である「事業承継」に対する経営相談・支援機

能の強化を図っております。お取引先企業の事業後継者が参加する「ちば興銀『経営塾』」に

おいては、現在第 4 期生 25 名が在籍し、「人事労務」「債権回収」「反社会的勢力との係わ

り」等のリスクマネジメントに関するセミナーの受講、国内外企業の視察などを通して、次期

経営者としてのスキル・アップを図っています。 

また、オーナーのハッピーリタイアメントとそのお取引先事業の維持、従業員の雇用を守る

ためのＭ＆Ａを含めた総合的なご提案等も積極的に行っております。 

さらに、これらのスキルを有する行員の育成・養成強化に向け、ＦＰ技能士や中小企業診断

士等の専門的資格取得者の増加に継続的に取組んでおります。 

このほか、お取引先企業のさらなる発展をサポートするため、「経営品質向上プログラム」

を活用し経営革新に取組む手法を紹介するなど“経営力”アップに向けた取組みを実施するほ

か、ビジネスマッチング（営業斡旋）等、当行の有するネットワークを最大限活用し、お取引

先企業への情報発信に努めております。 

 

ハ．貸付条件の変更を行った取引先企業の経営課題の把握と経営改善、事業再生に向け

たコンサルティング機能の発揮 

（イ）経営課題の把握と分析による取引先企業の事業持続可能性を踏まえた経営改善・

事業再生等への積極的な取組み 

県内中小企業の経営環境が引続き厳しい状況にある中、東日本大震災の復興需要も見込まれ

るものの、原発事故等による間接的影響を受けている企業は依然として多く、加えて慢性的な

円高に伴う輸出関連の不振等により、売上減少・為替差損発生等、お取引先企業の業績悪化が

懸念されております。お取引先企業の資金繰りの下支えとともに、そのニーズを十分に踏まえ

たコンサルティング機能の発揮により、経営改善・事業再生等を図ることが当行の収益力や健

全性向上にもつながるとの考えにもとづき、お取引先企業の経営課題の把握・分析を踏まえた

サポート・支援へ積極的に取組んでおります。 

平成 23 年度は貸付条件の変更を実施しているお取引先企業を中心に足下の業績や資金繰り状

況等に対するモニタリングを強化し、経営改善計画策定の意思や事業の持続可能性等を十分確

認したうえで、今後業績悪化懸念のある一部正常先を含め要注意先～破綻懸念先の中から 16 先

を追加し合計 244 先を経営改善支援先として選定しております。経営改善支援先に対しては、

経営指導や改善計画策定支援等の進捗状況確認と、営業店の取組みを指導するため、対象店全

店に対して「経営改善支援臨店モニタリング」を実施しております。経営改善支援の取組強化

により、平成 24 年 3 月までに 15 先のお取引先企業の債務者区分がランクアップしております。

引続き、お取引先企業に対する経営アドバイス・経営改善計画策定支援への取組みを強化して

まいります。また、実現性の高い計画策定支援実施のため、事業の継続性を検証するための事
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業ＤＤ(注３)の実施、企業規模に応じた経営コンサルティング会社等外部専門機関の積極的な活

用等を実施してまいります。 

また、平成 23 年 6 月及び 11 月には、営業店課長層を対象とした「経営改善計画策定実践研

修会」を、平成 23 年 7 月及び平成 24 年 1 月には入行 2～3年目の若手行員を対象とした「企業

支援力育成基礎研修会」を開催いたしました。また、平成 23 年 11 月には中小企業再生支援全

国本部統括プロジェクトマネージャーの藤原敬三氏を講師として招聘し、営業店長等を対象と

した経営改善支援力育成土曜セミナーを開催いたしました。今後も引続き、お取引先企業に対

する経営アドバイス・経営改善計画策定支援のスキルを有する行員の育成及び目利き能力・現

場力の向上を図ってまいります。 
 

(注３) 事業デューディリジェンスの略で、事業活動に対する調査です。経営者や従業員の能力、事業

の将来性、販売先や仕入先の現状、製造販売能力など事業活動上の問題点の洗い出しを行います。 

 

（ロ）取引先企業に対する最適なソリューションの提案 

お取引先企業と顕在化した課題・問題点を共有し、お取引先企業の状況や当行の特性等を踏

まえた上で、最適なソリューションの提案に取組んでおります。 

地域金融機関として、お取引先企業の経営課題を把握・分析し、事業の持続可能性等を適切

かつ慎重に見極めた上で、必要に応じて他の金融機関や外部専門機関等と連携し、最適なソリ

ューションの提案に努めております。 

従業員の雇用確保と地域経済の安定のため、抜本的な事業再生支援が必要なお取引先企業に

対しては、中小企業再生支援協議会(注４)・地域再生ファンド・ＲＣＣ(注５)・外部コンサルティ

ング会社等と連携した再生支援に積極的に取組んでおります。平成 23 年度の取組実績としては、

中小企業再生支援協議会の再生計画承認先 11 先の他、中小企業再生支援協議会 2 次対応決定先

11 先となっております。今後も再生手法として、協議会版ＤＤＳ(注６)・ＲＣＣ企業再生スキー

ム(注７)・千葉中小企業再生ファンド(注８)等を積極的に活用してまいります。 

また、東日本大震災により甚大な影響を受けた事業者の事業再開や事業再生支援につきまし

ては、平成 24 年 3 月に設立された千葉県産業復興相談センターを通じ、千葉産業復興機構(注 9)

を活用してまいります。 
 

(注４) 産業活力再生特別措置法により各都道府県に設置され、企業再生に関する専門家が常駐し、公

平・中立な機関として金融機関調整と再建計画策定支援を実施する公的な協議会です。 

(注５) 平成 11 年、住宅金融債権管理機構と整理回収銀行が合併し称号を整理回収機構(RCC)に変更い

たしました。本来業務は不良債権の回収ですが、「企業再生第 2 部」が再生案件を担当いたしま

す。 

(注６) DDS とは、デット・デット・スワップの略で借入を資本的劣後ローンに変更することです。協

議会版 DDS の場合、金利は 0.4%程度で 15 年一括返済。金融検査マニュアルにおいて債務者区分

の判断において資本とみなすことができます。 

(注７) RCC の再生業務は、企業再編ファンドスキーム・再生型信託スキーム等多岐にわたっておりま

す。RCC を活用することにより期限切れの青色繰越欠損金の活用等の税制上のメリットがありま

す。 

(注８) 「官民一体型地域再生ファンド」として平成 18 年に出資約束金額 20 億円で組成されました。

中小企業基盤整備機構が出資約束金額の 45%を出資し、地域金融機関等が残りを出資しておりま

す。中小企業の事業再生案件について出資する公的ファンドです。 

(注９) 「千葉産業復興機構」は東日本大震災により甚大な影響を受けた県内事業者の再生を図る為、

二重債権問題の解決に向けた「千葉県と経済産業省」との基本合意並びに県内金融機関等との合

意に基づき平成 24 年 3 月に出資約束額 20.1 億円で組成されました。中小企業基盤整備機構が出

資約束金額の 80％を出資し、地域金融機関等が残りを出資している公的ファンドです。 

 

（２）事業価値を見極める融資手法をはじめ中小企業に適した資金供給手法の徹底 

イ．本部「ナレッジ企画室」や「ソリューション支援室」においては、高専門性の知識・スキル

を活かし、ノンリコースローン、債権流動化、財務制限条項付融資、ＡＢＬ(注 10)等の活用によ

り、担保・保証に過度に依存しない融資手法の拡大に努めております。 

お取引先企業が保有する売掛債権等の流動化により資金調達を行う、いわゆる債権流動化に

つきましては、診療報酬債権・調剤報酬債権・手形債権を対象としておりますが、引続き対象

債権の拡充に努めるとともに、動産活用も含め中小企業に適した資金供給手法の開発を行って

まいります。 
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(注 10) ＡＢＬ（Asset Based Lending の略）とは、企業の事業そのものに着目し、事業に基づく様々な

資産（売掛債権、商品在庫、原材料、機械設備等）の価値を見極めて行う融資のことをいいます。 

これまでの銀行融資とは異なり、不動産や個人保証に過度に依存しない新たな資金調達手法とし

て期待されています。  

 

ロ．お取引先企業の安定的な運転資金枠を確保するため、動産・債権譲渡担保融資につきまして

も引続き積極的に取組んでまいります。在庫評価機関 2 社と業務委託基本契約を締結し、在庫

担保によるＡＢＬ組成についても引続き検討してまいります。 

 

ハ．条件変更等を行ったお取引先企業に対しましても、新規の信用供与により新たな収益機会の

獲得及び中長期的な経費削減が見込まれ、業況や財務等の改善に繋がることで債務償還力の向

上に資すると判断される場合には、積極的かつ適切に新規の信用供与を行うよう努めておりま

す。例えば、事業性が相応にありながら財務等採算管理が不芳なお取引先企業に対し、地元他

行等との協力にもとづき中小企業再生支援協議会と連携し、約定返済を止めながら新規の信用

供与(継続的な商手を含む)に応じ、当面の資金繰りを安定させた上で、経営改善計画策定に向

け指導・アドバイスを実施しているケースもあります。 

 

ニ．中小企業再生支援協議会支援決定先等の再生企業に対するエグジットファイナンスにつきま

しても、再生の実現性を十分検証したうえで、地元金融機関及び政府系金融機関との協調融資

を前提として検討してまいります。23 年度の実績はありませんが、これまで政府系金融機関と

15 年の長期融資を実施したケースもあります。今後も再生支援協議会支援決定先等の再生企業

に対するエグジットファイナンスにつきましては、将来的な事業性と再生可能性を十分検証し

た上で積極的に検討してまいります。 

 

（３）地域の情報集積を活用した持続可能な地域経済への貢献 

イ．当行の情報機能・ネットワークを活用した支援 

（イ）当行のお取引先で組織する「興友会」等を通じて積極的な情報提供を行い、お取引先との

リレーションシップの強化を図っております。 

具体的には、ビジネスマッチング（営業斡旋）やＭ＆Ａ、事業承継等のニーズに対し、当行

が保有する地域情報を活用し、地元中小企業の活性化に取組んでおります。特に事業承継対

応については、税理士等外部専門家との連携を強化し、企業の持続的な成長に向け、コンサ

ルティング機能の発揮に努めております。平成 23 年度における取組事例として、度重なる相

続で株主が数多く分散してしまった老舗企業に対し、現経営者の経営権確保と、企業の存続、

従業員・取引先の確保・維持を図るため、外部専門家と連携し、中小企業投資育成会社に株

式の一部を保有してもらう仕組みを構築・実現しております。 

 

（ロ）地域経済発展のため不可欠な次世代育成への取組みとして、事業後継経営者を対象とした

「経営塾」の活動をさらに活発化させるとともに「仕事と子育ての両立」に取組む企業に対

する様々な応援施策を展開し、成長持続に向けた中小企業支援に取組んでおります。 

また、小学生を対象とした金融教室（サマーキッズスクール）をはじめ、中学生への銀行

業務紹介、高校生を対象とした金融経済クイズ選手権大会の開催、大学生のインターンシッ

プ受入れなど、明日の千葉県を担う子どもたちの育成に、地域と連携し、従前にも増した積

極的な取組みを行っております。 

また、平成 23 年 7 月には、お客さまサービス部内に「地域ＣＳＲ推進室」を新たに設置し、

地域との共生や、次世代育成支援について、一層の取組み強化を図っております。 

 

（ハ）みずほコーポレート銀行と「地域社会貢献融資に関する業務協力覚書」を交わしておりま

す。同行の持つ豊富なノウハウと当行の持つ地域情報を最大限に活用し、今後も金融面で地

域社会の活性化と環境関連事業の発展に貢献してまいります。 

 

ロ．地域の利用者保護の徹底と利便性向上 

当行のお客さま保護等管理態勢を一層強化することを目的として、「お客さま保護等管理委
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員会」を設置・開催しております。この中で、説明義務を果たす態勢の一層の充実、お客さま

からのご意見・要望・苦情等への対応態勢の一層の充実、お客さま情報の管理態勢の一層の強

化・充実、お客さまとの取引に係る利益相反の状況に応じた適正な対応を実施するための管理

態勢の充実を図っております。 

 

（イ）商品・サービスの説明および情報提供を適切かつ十分に行なうため、各種行内マニュア

ルの改定や、各種研修・勉強会を通じた行員への周知徹底および教育を行なうとともに、広

告等の審査体制充実によるお客さまの適切な判断に役立つ表示に努めております。 

 

（ロ）裁判外紛争解決制度（金融ＡＤＲ制度）への対応に係る行内態勢を構築しております。

お客さまからの苦情等申し出に対しましては誠意を尽くし説明責任を充分に果たすよう取組

んでおりますが、同制度の趣旨を徹底し、今後もより一層お客さまにとって納得性の高い紛

争解決に向けた対応の強化を図ってまいります。 

 

（ハ）金融円滑化に向けた取組み推進のため、頭取を委員長とする「金融円滑化推進委員会」

を設置し、同委員会を中心に金融円滑化管理態勢の充実・強化に取組んでおります。その推

進においては、お客さまの視点に立った適正な対応が必要であることから、引続き「お客さ

ま保護等管理委員会」との連携のもと取組んでまいります。 

 

（ニ）お客さまへの利便性向上を目指して、「お客さまの声カード」等のアンケートや、お客

さまとの様々なコミュニケーションを通じてご意見・ご要望を幅広く吸収し、「お客さま保

護等管理委員会」の分科会である「お客さまサービス管理分科会」において具体的な改善検

討を実施することにより、商品・サービスの改善・向上に取組んでおります。 

 

中期経営ビジョンにおきましても、「お客さまに信頼される商品等説明管理・情報管理・利益

相反管理・サービス管理等を行い、引続きお客さま保護等管理態勢を堅固なものとする」取組み

の充実を図り、利用者保護の徹底とともに利便性向上に努めております。 

 

ハ．地域貢献等に関する情報開示等 

より多くのお客さまに当行の地域貢献活動に関してご理解いただけるよう、様々な媒体を通

じた積極的な情報開示に努めております。23 年度におきましては、当行に関する情報開示とし

て、「ニュース・リリース」100 件を発信しております。 

以 上 
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3．数値目標 

 

取組み項目 

数値目標 

（平成 23 年 4 月 

～25 年 3 月） 

平成 23 年 4 月 

～24 年 3 月 

の実績 

 

進捗率（％） 

事業承継案件への関与数 100 社以上 118 118％ 

各種講演会、セミナーの開催数 50 回以上 43 86％ 

年金等ライフプランニング相談

会開催数 500 回以上 247 49％ 

創業・新事業支援融資 150 件以上 41 27％ 

営業斡旋、ビジネスマッチング

等の数  200 件以上 638 319％ 

経営改善支援取組み率(注 1) 11％以上 10.5％ 95％ 

経営改善支援先に対する経営改善

計画策定先数 60 先以上 64 先 106％ 

経営改善支援先に対する債務者区

分ﾗﾝｸｱｯﾌﾟ率(注 2) 10％以上 6.4％ 64％ 

再生計画策定率(注 3) 10％以上 7.6％ 76％ 

事業再生に向けた取組み先数（注

4） 10 先以上 17 先 170％ 

個人保証・不動産担保に過度に

依存しない融資 

動産・債権譲渡

担保融資案件 

200 件 

98 49％ 

２級ファイナンシャルプランニ

ング技能士 

（中小事業主資産相談業務） 
100 名増加 63 名 63％ 

職場体験学習の開催 20 回以上 8 件 40％ 

    
(注 1)経営改善支援取組み率＝経営改善支援先(正常先除く)/期初債務者数 (正常先除く) 

(注 2)経営改善先に対する債務者区分ﾗﾝｸｱｯﾌﾟ率=経営改善支援先のうち期初比債務者区分ﾗﾝｸｱｯﾌﾟ先/経営改善支援先数(正常

先除く) 

(注 3)再生計画策定率＝再生計画策定先数 (正常先除く)/経営改善支援先数 (正常先除く) 

(注 4)中小企業再生支援協議会支援決定、千葉中小企業再生ファンド活用、ＲＣＣ企業再生スキーム活用、ＤＥＳ・ＤＤＳ

の活用、再生企業に対するエグジットファイナンス実行、外部コンサルティング会社活用等の先数 
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